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現代資本主義の生産力 ・生産関係 ・階級間対抗

甲　賀　光　秀

１　現代の生産力と生産関係

日本資本主義の現段階での生産力と生産関係のあいだの不適合性をみる
。

　（１）生産カ水準の特質

　現代の日本資本主義が包摂している生産過程を表象において現代の生産力

水準の特質をみるとき，つぎの諸指標が有効である 。

　（ｉ）生産力水準の測度指標

　¢生産過程の基礎部門での漉業規模の巨大化
。

　ここでの基礎部門とは当該生産過程がそれ自身および他の生産過程での生産

遂行に不可欠な部門である。具体的な産業部門を例示すれは鉄鋼，アルミ ，石

油化学などのいわゆる基礎素材部門や電力 ・石油などのエネルギー部門，電気

機械部門などである。また，ここでの協業とは生産過程の遂行が統一した ・窮

極的には単一の意思決定権の支配下にある生産単位をさすものとする。協業規

模の巨大化は必要な諸種の資源量（原料 ・エネルギ ー， 用地，用水など）の巨大化

をもたらした。また，大量の労働カを集積させた。これらのことは基礎部門の

最低必要資本量を巨額のものにした。また協業過程での労働者の大量集積をう

みだした 。

　¢規模の巨大性によっ て支えられた労働生産性は著しく高水準のものとな

った 。

　労働生産性の高水準は大量生産 ・大量の剰余生産物の生産を可能とし，蓄積
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のための生産の不適合性を顕在化させ販路問題を深刻化させた 。

　　杜会的分業のネ ット ・ワークは文字どおり全地球的とな った 。

　これは○，　の帰結としても，また運輸手段，情報処理手段の発展の帰結と

してももたらされた。この結果として世界的た分業の各環節のあいだの相互依

存関係とともに，相互の競争 ・競合関係が決定的とな った。同時に現代の著し

い特徴は農漁業にみられるように，杜会的分業の各環節におげる発展の不均等

性が顕著である 。

　＠協業単位をこえて共同でしか利用しえない大規模な一般的生産手段の必要

不可欠の大量の存在 。

　道路 ・港湾諸施設，橋梁，鉄道，トソネル，空港，工業用水供給施設，コソ

ビナート用地，および電力 ・通信 ・情報処理施設などを含む。これらは杜会

的・ 公的にしか供給 ・運用されえないものである 。

　　労働過程 ・生産過程の作用範囲は時問的にも空問的にも広範囲の自然に影

響をおよぼすものとた った 。

　個々の協業過程の結果やその集合的結果は自然にたいして非可逆的変化をも

たらし，その杜会へのフィード ・バ ックは広範囲のものとな っている 。

　＠どの基礎部門における生産過程でも，また直接的に自然変化をもたらす活

動領域でも，科学の意識的応用 ・高水準の科学技術の開発 ・導入を不可欠とし ，

生産の存続にとりそれが成否を決定する段階となった 。

　この科学技術の基礎的領域においても，応用的領域においても巨額の資金 ・

大量のテータ，大量の科学技術研究者を必要とするにいた った。そのためには

科学 ・技術の研究 ・開発には杜会的 ・公共的機関の役割が決定的となりつつあ

る。

　¢生産過程の遂行や杜会的分業問の協働のための情報処理手段の高水準なも

のが登場し，人間の情報処理能力の水準は飛躍的たものとな った ・

　情報処理能力の高水準化は杜会成員の広範囲への科学 ・技術知識の普及によ

っても支えられている。この結果，独立した協業単位内部に情報を秘匿してお

くことは困難化している。また，杜会全員の全般におよぶ情報処理能力の高水
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準化は協業過程における情報処理業務 ・意思決定業務から大多数の成員を完全

に排除しつづげることが不合理た状況をつくりだした
。

　＠杜会成員が共同でしか利用しえない一般的生活手段の役割が増大し，それ

が生産過程の遂行のために不可欠の存在とな った 。

　大量輸送手段（道路，鉄道，航空僕，空港，派客自動車など）や通信手段，都市

の諸施設，集合住宅（集合往宅，上水道，下水道，璽芥処理など），教育 ・保健 ・

医療なとの諸施設は杜会成員の労働力の再生産にとり不可欠のものとな ってい
る。 これらの諸施設の利用から特定の杜会成員の利用を排除することは不可能

であり ，杜会的 ・共同的な利用がそれらの供給 ・運用に関しての杜会化 ・公共

化を必然化させている。労働力の再生産にとり不可欠の存在としての一般的生

活手段は狭義の意味での生産にとり不可欠の存在とた っているというだけでた
く， 生命の生産という意味での生産にとっ ても不可欠とな っている 。

　（ｉｉ）生産の杜会的性格の現代的特質

　現代は，上述の八つの測度指漂からみて過去のどの時代に比しても生産の杜

会的性格をエポ ック ・メーキングなものとしている。生産の杜会的性格の現代

の特質の基本点をみる。基礎部門の典型例として鉄鋼業と白動車産業をみてみ

私鉄鋼業では大手高炉メーカー５祉で国内粗鋼生産の７４％を占有している
。

最大手の新日鉄では資本金３，２００億円，従業員７４，ＯＯＯ人で北海道 ・本州 ・九州

にかけて九つの製鉄所をもち，３０％をこす生産の占有率で売上金額は２兆４，ＯＯＯ

慮円である（１９７９年）。 鉄鋼業全体をみると，世界最大級の大型高炉２０基のうち

ユ５基が日本にあり ，技術水準も燃料比 ・出鉄比 ・半製品の連続鋳造比率なとて

みても最高水準にある。圧延技術でも白動制御技術を駆使した　設騰数十慮円

を必要とする連続焼鈍設備を新目鉄 ・日本鋼管が開発し，各メーカーが導入し

てい乱　この設備の導入により高品質鋼（高張力鋼飯や超深絞り鋼飯）の製造を

可能にし，従来の冷問圧延工程で五工程１週問からユＯ日を必要としていたもの

を， ライソセット後の所要時問をわずか１０分程度に短縮したといわれる。この

他にもコソピ ューターを活用する品質 ・工程 ・在庫管理や，工場内での光通信

システムの導入などがとりいれられている。この鉄鋼業を支える技術は外国技
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術の導入に多く依存しているが，１９７４年には鉄鋼業の技術貿易収支は出超とな

りプラソト輸出がウエイトを高めつつある。労働生産性は高水準で粗鋼生産量

は世界粗鋼生産の１５％に達し，その輸出比率は４０％におよぶものとな っている 。

世界の鉄鋼貿易のうち（Ｅ　Ｃ域内貿易を除くと）日本の輸出シ ェアーは４０％とな

ってし ・る 。

　自動車産業でも，５杜で生産台数の８３％を生産しており生産の集積が著しい 。

最大手のトヨタで年産３００万台を超し３０％のシ ェアーを占めている。このトヨ

タは豊田市を中心にユＯの工場と本杜 ・研究所に４７，ＯＯＯ人の従業員をあつめ ・

７６，ＯＯＯ台の機械をもち，資本金８８０億円という巨大な協業規模とた っている 。

１９８０年の売上高は３兆３，ＯＯＯ億円である。さらにトヨタは１５杜のトヨタ系グル

ープ企業を傘下におき，このグノレープが擁する労働者は８６，ＯＯＯ人であり ，それ

に下請企業の協力会杜が２１８杜，二次下請４，７００杜，三次下請３１，０００の事業所の

経営内容まで掌握しているといわれる。これらを含めると１７万人の就業者を集

積していることになる。このトヨタに代表される自動車産業でも各生産工程の

自動化 ・ロ ボツト化は急速に進展させられている。白動車産業は自動化 ・下請

化・ 労働強度のすさま ．じさにより高い労働生産性を支え，大量生産により６００

万台（年問）の輸出をし，輸出比率は５０％をこすにいたってい乱　これらの典

型例で指標¢，◎，　，＠，¢，などは高水準であることが明白であろう 。他

の基礎部門でも同様である 。

　大量の資源必要量に関してみると，目本の資源 ・原料輸入が世界輸入に占め

るシ ェアーにあらわれている。それらは，小麦９ ，製材用原木５６
．８，羊毛２０．６

，

綿花１６３，鉄鋼石３７２，石炭類２８１，原油１４３，（数値はいずれも１９７６年・％）な

どとな っている 。

　　般的生産手段 ・　般的生活手段の存在（指標＠＠）。 複数の基礎部門か集

積するコソビナート地帯にその典型例をみるように，コソビナート用地造成
．

道路 ・港湾 ・鉄道 ・電力 ・通信施設が存在し生産活動に不可欠となっているこ

とは明白である。さらに コソビナート周辺への労働者の集積は一大生活圏を移

成し，集合住宅，上下水道，教育，その他公共諾施設といった共同でしか消費
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しえない一般的生活手段を大量に必要とさせた
。

　生産過程の空問的作用範囲の拡大（指漂　）。 協業単位の巨大化，その特定地

域への集積は生産活動の諸影響を生産過程内部に収束させるにはあまりにも大

規模となり ・生産過程外部へおよぼす影響は顕著とた った。大気，河川，海洋

の水質，地下水，地盤，樹木の生産，農業 ・漁業基盤なとへの広範囲の白然に

たいする復元困難な変化をもたらしている。こうした直接生産過程の外部への

諸影響は１人体 ・健康への直接的影響とな ってあらわれ，さらには旧来の住民

の生活や生産基盤に大きな変化を与え，生活内容，環境，風土や精神的風格に

いたるまで影響をおよぼし様相を一変させる。まさに生産は一私事ではなく著

しく杜会的性格を濃くしている
。

　現代の生産力は狭義の生産過程でだけその水準を発現するのではない。班代

の生産は農林漁業や鉱業という自然資源の抽出，動植物の育成 ・増殖，また工

場での生産によるそれらの加工 ・新素材の創造などがそのすべてというわけで

はない。他にも人問が協働してより直接的に ・大規模に白然改造カミ可能となり
，

科学 ・技術を意識的に応用し効率的に営まれている。コンビナート用地造成に

みられるように，山々を切り拓き，土砂を コソベアベノレトで輸送し，海面を埋

立て，工場 ・住宅を建設し，大規模な都市をつくっだしている。また人工島 ，

海上空港をつくり ，海峡に橋を架げ，海底にトンネ ノレを堀り ，未開の広野を切

り拓き，大陛を削り海洋をつなぐことや，人工衛星をいくつも打ち上げ多目的

に利用するなどのことがおこなわれている（指標¢）。 これらのことを考慮にい

れると，生産とは工場で物質的財貨をつくりだすというイメージの不十分さが

明らかとなる。そもそも人問の生産活動とは白然にたいする人問の協働による

・意識的た変革の活動である。この自然変化＝自然制御活動には生産手段は不

可欠であり ，生産手段を製作し利用しての白然制御活動が人問の存続の基礎条

件であり ・それを媒介にして人問そのものの生産（生命の生産，生活過租）カ１営

まれている。この生産活動の二重性からすれぼ，生活過程の杜会的性格の増大

も生産の杜会的性格の増大の内容を構成するものといえる（指漂＠）。 現代の生

産活動の特質は，自然条件に強く制約され束縛された自由度のきわめて狭い眼
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界内のものではなく ，地球上の空問で普遍的に可能て，労働の生産性の著しく

高水準のもとに，きわめて大揚模な自然制御活動をともないながらおこなわれ

ているところにみられる。地球上で普遍的に可能た高水準の生産活動は孤立的

におこなわれているのではなく杜会的分業関係の一環として緊密た相互依存関

係のもとにある。この生産の杜会的性格の増大がおよぶ空問的範囲の拡大から

すれは，生産は一民族
・一国家の視野からの杜会的性格の増大にととまらず人

類的規模のものにまでその性格を広げかつその度合を濃くしている・他方では

杜会的分業関係のあいだの発展の不均等性か顕著とたり ・生存に不可欠な食糧 ・

資源の稀少性が顕在化していることなとにより人類の存続基盤の脆弱性が残り

自然制御力のより以上の発展を要言青する水準にある 。

　（砒）情報処理能カの高水準 。

　人問の自然への働きかけがもつ特質には，協働（協業 ・杜会的分業）して・生

産手段を使用して，という２点のほかに意識的 ・合目的的であることかあげら

れる。この意識性 ・合目的性という特質からして人問の生産活動には必ず情

報処理活動を随伴するということがでてくる。生産の遂行に必要た自然および

人問杜会の情報を収集し，処理し，判断 ・選択することで目標と段取り手順を

定めて実行にとりかかる。すなわち生産に関する意思決定活動には情報処理活

動は不可欠のものである。生産に関する意思決定（生産物の種類量・生産技術

の選択，資源，立地，操業度，労働編成
，生産結果の処分）のそれぞれの階層的 レ

ベノレでは必らず情報処理活動がある。協働過程に従事する杜会成員はそれぞれ

の階層的構造の位置に応じて多少の差はあれ何らかの情報処理活動に関与す

る。

　この情報処理活動にも情報処理手段が必要である。それがもっぱら人問の身

体に生得的な感覚器官や大脳によってのみつかさどられていた段階と印刷技術

や電信
・電話という情報処理手段の発展がもたらす新しい段階とでは人間の情

報処理能力に差異をもたらすことは明白である・かつてマノレクスは機械や装置

といった生産手段を人問の身体の筋肉 ・骨格や脈管系統になぞらえたが
，現代

の情報処理手段は感覚器官や大脳 ・小脳という脳髄の神経器官になぞらえるこ
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とも可能であろう 。生得的な感覚器官では直接知りえなかった極微の世界や広

大た宇宙空問の情報を収集する技術をもち，単純で反復的な情報処理や複雑で

膨大な量の情報処理の機能が時問 ・空問の障壁をこえて可能となる情報処理手

段が存在し大最に生産されている。現代の情報処理手段としての コソピ ュータ

ーは日常用語化し，その生産過程への導入から日常生活過程にいたるまで広範

囲に応用され，それらを自由に操作しうる層は飛躍的にひろがっている。コソ

ピューターの生産技術は国際的にも平準化しつつあり ，半導体素子における技

術革新（起Ｌ　Ｓ　Ｉの量産化や新素子の開発）により画期的な高性能化と量産化にと

もなう低廉化が可能となる状況にある。さらに情報伝達手段としての衛星通

信は一国の議会審議の状況を全世界に同時中継を可能とし，光ファイバー通信

フアクシミリ ，ワード ・ブ ロセッサーなどのデーター・ 情報伝達手段の発達や，

自動翻訳機の普及カミもたらす情報処理能力の水準は飛躍的なものとなるであろ

う。 各種センサ ーをもっ たロ ボットの生産過程への導入は旧来の労働過程を一

新しつつあり ，単純で反復的な労働，危険 ・不快をともなう労働を駆逐しうる

客観的条件を急激につくりだしている。また情報処理手段の発展は生産過程の

様相を一変させるだけでなく ，杜会的分業のネ ヅトワークの運行をも変容させ

うる保障とな っている。杜会的規模での コンピューター応用 システムの典型例

として，国鉄のオンライン座席予約システム，全国の銀行為替オソライソシス

テム，ＮＨＫの放送番組編成システムや日航 ・総合商杜の全世界的なオソライ

ソシステム，朝目新聞の活字追放の新しい編集システムなどがあげられる。情

報処理手段の発展はその利用可能性を巨大企業にとどめず，中小企業において

も電々公杜の超大型 コンピ ューターを端末機を使って共同利用し度数料金を支

払うシステムの利用可能性が普及しつつある。このような杜会全体をカバ ーす

る大量 ・複雑な情報を時問と距離の障壁をこえて瞬時に処理しうる可能性，客

観的条件の成熟は，杜会的分業の各環の相互依存関係の処理の仕方の変更をせ

まるものとな っている。資本制の商品生産杜会のもとでは，杜会的分業の相互

依存関係の処理を一物一価の市場価格機能に委ねてきているが，市場の不均衡

調整のメカニスムは事後的であり ，しかも修正の方向は不均衡の解消方向に作

　　　　　　　　　　　　　　　　（２ユ９）
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用するだげでたくその累積的拡大の方向にも作用する不安定なものであ った 。

また，この不均衡の均衡化作用の主役は現代資本主義のもとでは国家機構が最

大の晴報処理機関としての位置からも促迫されて担われつつある。したが って

市場の価格機構による自動的調整作用にともなう不安定性をある範囲内に制御

しうる技術的客観的可能性を準備しつつある。現代では杜会的分業の体系をも

っぱら市場機構の運行にのみ委ねる段階は終わり ，全杜会的見地からの事前，

事後の調整，誘導，計画化，観制などと，市場機構をこの限界の内部で作用さ

せてその利点を杜会的に享受しうること，すなわち市場機構の全杜会的 ・公共

的見地からの制御可能性の客観的条件が成熟しつつあることは明白とな ってい

る。 実際，現代の杜会がもつ生産力水準を実際に行使するに先立って，事前に

必要た情報の収集 ・処理 ・結果の予測をし，その杜会と人問へのフィード ・バ

ック効果をも予測したうえで安全で実行可能な合目的的なプ ロソ ェクトを諸代

案のたかから選択し決定することは人問の健康 ・生命の安全の見地からも必要

で客観的にも可能であり ，そうしないことは生産力の資本制的行使を日々に危

険きわまりないものとさせている 。

　現代の生産力水準を支えるこの情報処理能力の発展は広範囲の杜会成員を協

業単位の階層的意思決定構造のそれぞれのレベノレでの情報処理活動への関与を

不可避とする状況をつくりだした。日常の細部の局所的な情報処理の能力だげ

ではなく ，基本的で全般にわたる事項に関しても情報を処理し，意思決定を下

すことに直接 ・間接に関与しうる素養をもった杜会成員を大量につくりだして

いる。もはや，ごく少数のメソバーのみが情報処理能力 ・意思決定能力をもつ

にすぎたいから，それらの活動をその少数のメソバーに分散させて，ローカノレ

な範囲での事項に限定してのみ意思決定権を委ねるという形態での協業単位ご

との分散的 ・排他的意思決定様式は不可避でも合理的でもあるという客観的事

情は存在しない 。

（２）生産関係の特質

すでにみた生産力水準の八側面の測度指標の現代の到達水準がもたらす生産

　　　　　　　　　　　　　　　（２２０）
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の杜会的性格の顕著な増大，および情報処理手段の発展にささえられた高水準

の情報処理能力 ・意思決定能力を担う広範な杜会成員の形戎という生産の客観

的条件が存在するにもかかわらず，なおかつ現代の生産力を資本主義的に包摂
し， 統御しつづげようとすることから現代資本主義の生産関係の特質カミ生じて

くる
。

　（ｉ）生産に関する意思決定をめぐる関廉

　¢〔生産手段の所有関係＝＞生産 ・分配 ・交換 ・消費をめくる諸関係〕。 生座

関係とは生産をめぐる人と人との関係である。そして，そのときの生産の概念

は広義のものであり ，狭義の物質的財貨の生産にとどまらず，人問による自然

への働きかけ全般をふくみ，さらに生命の再生産活動である消費過程 ・生活過

程をも包摂したものである。人間杜会の存続の基礎は人問存続の絶対的必要条

件である白然そのものの意思的 ・合目的な制御活動である。人問による白然制

御活動は物質的財貨の生産をとおしてだけ常まれているので１主なく ，人問の生

産と再生産の過程すたわち消費過程 ・牛活過程をとおしても営まれている 。こ

の意味で狭義のｒ生産」とｒ消費」の区別は絶対的なものではなく ，人問存続

の基礎として同一である。したがって生産手段と消費手段 ・生活手段の区別も

相対的てある。人問の意識的白殊制御活動は生産手段と生活手段を必要不可欠

のものとしている 。

　人問杜会存続の基礎という点からみて生産概念を広義のものとし，その生睦

にとり不可欠の生産手段のなかに労働過程で生産され利用される生産手段と牛

活過程で利用される生活手段をも包摂して取り扱うこと１主現代の人問杜会の生

産と再生産を考えるうえで有効である。以上のことから，生産関廉という概念

が指示するものに，いわゆる生産 ・交換 ・分配 ・消費の全過程をめぐる祉会成

員問の諸関係をふくませる。したがって生産関係とは労働過程ての協業と祉会

的分業という協働過程，および個体的 ・共同的生活過程での杜会成員問の諸閑

係であるともいえる 。

　杜会的 ・共同的にしか利用しえない一般的生活手段の役割の重要性の増人

（指標＠）を反映させた広義の生産手段概念の有効性かあるとはいえ，その一般

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２ユ）
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的生活手段の生産 ・供給そのものには，やはり狭義の生産手段が必要不可欠の

ものとして存在する。したがって生産手段と生活手段の相対的区別の必要性 ・

有効性が消減してしまうわけではない 。

　生産関係の基礎は現代においても，狭義の生産手段の所有関係，生産手段の

杜会成員のあいだでの分配関係である。人間杜会の協働過程での生産手段の所

有・ 分配関係の態様がどのようなものであるかに依存して杜会成員のあいだの

生産 ・交換 ・分配 ・消費をめぐる関係の基本が規定される 。

　◎〔生産手段の所有関係…三生産に関する意思決定関係〕

　生産手段の所有関係とは，さしあたり杜会成員のあいだで「合理的」，「正統

的」に受容される法的表現（成文法的 ・慣習法的）を指すものといえる 。（Ｋ・Ｍａｒｘ

は『経済学批判』の「序言」で所有諸関係を生産諸関係の法律的表現に寸ぎないものと

してあつかっている）。 この法的外皮で覆われている杜会成員のあいだの生産手

段に関する権利関係の内実は，生産手段の処分（利用）及びその使用の結果と

しての成果の処分をめぐるものである。したがって杜会成員のあいだで誰がそ

れらの諸権利を有し，誰がそれから排除されるのかという関係をイデオ ロギー

的意思関係において法的にｒ合法化」，「正統化」するものが所有諸関係である 。

そこで生産手段の所有関係の法的外皮の経済的内実は，生産にとり不可欠な生

産手段をめぐる根幹的な意思の支配関係であり ，生産に関する意思決定権をめ

ぐる杜会成員問の関係であるといえる。生産をめぐる杜会成員のあいだの基礎

的な関係は生産に関する意思決定権の所在をめぐる関係であり ，他の諸関係は

それに規定されるものなのである 。

　また生産手段の杜会成員のあいだでの分配関係とは，生産に関する意思決定

権が杜会成員のうちのどの部分に集中し，あるいは分散しているのかという関

係である 。

　　〔生産に関する意思決定権老の決定をめぐる関係→生産に関する意思決定

関係の態様〕

　生産過程の準備 ・実行 ・結果の処分の諸プ ロセスにおいて諸種のレベルの情

報を処理し判断し，選択し，決定をくだす人問の意思行為は不可欠であり ，そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２２）
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れか人問の自然制御活動の特質を規定する要因てもある。また人問の生産活動

は協働（杜会的分業および協業）関係によっ て支えられ，この協働関係も人問の

自然制御活動の特質を錫定するものであるが，人問の生産に関する意思決定行

為に関しても杜会或員問の協働関係を不可避とする
。

　生産に関する意思決定の内容 ・項目は五つの局面にまたがる 。（ａ）生産の対象

（生産活動の種類 ・量，生産活動の空間的 ・時間的設定などであり各種生産物の種類 ・

量にとどまらないもの），（ｂ）生産の方法（生産手没の質 ・量したがって原材料 ・自然資

源の質 ・量・労働手段の質 ・量，生産技術の選択，労働過程の編成 ・着予順序など） ，

（Ｃ）生産結果の処分 ・管理（生産物の分酉ご、貯蔵 ・蓄積，利用形態など），（ｄ）労働の分

配（杜会成貝の分業 ・協業関係の編成，したがって直接的労働過程の組織的編成，労働過

程遂行のための管理の組織的編成などの協業 レベルのものと，協業単位問の関係など） ，

および（ｅ）生産に関する意思決定権者の選任（（ａ）～（ｄ）のような生産に関する諸決定を

誰がどのよう；二担当するかの決定、いわゆる人事の決定であり下位レベルから上位 レベ

ルの意思決定担当者の決定）などである 。これらの（ａ）（ｅ）の局面にまたカミる決定項

目のうちで最も基礎的であるのは（ｅ）の決定である。意思決定権者の決定の仕方

の態様がどうであるかに照応して（ａ）～（ｄ）の諸決定の態様が規定され，決定権者

の決定基準（Ｃゴｉｔｅｒｉａ）も規定される。（ａ）～（ｅ）の諸決定にも階層性が存在し，決

定・ 実行の結果カミ部分的 ・一時的なものにとどまる内容のものと，全体的 ・長

期的なものにおよぶものがあり ，後者の決定 ・実行の結果が，前者の決定を制

約し条件っける関係にある。したがって意思決定者のうち，後者に関する決定

権者の決定が基礎であり ，その決定権者の決定権の所在が（ｅ）の主内容である
。

　（ｉ）現代資本主義の生産関係の基礎

　現代の生産カ水準のもとで生産に関する意思決定権の集中 ・分散がどのよう

な階層的構造にあるかという見地から，現代資本主義のもとでの生産関係の基

礎をみる 。

　Ｑ生産の基礎部門におげる意思決定 。

　生産の基礎部門における協業規模の巨大化は最低必要資本量の巨額化をうみ
，

少数の大規模な協業単位への生産手段の集積を必然化させた。生産の杜会的性

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２３）
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格の現代の水準のもとで基礎部門における生産手段の少数の大規模協業単位へ

の集積は生産に関する基本的な意思決定権の少数の杜会成員への集中化をうみ

だした。この基本的な意思決定権の少数の杜会成員のもとへの集中化は二重の

意味をもっている。第！に，現代の大規模協業単位の生産過程の遂行にあた っ

ては大量に集積された協業過程の労働者による目常的な大量 ・複雑な情報処理

業務によっ てささえられている。この労働者の情報処理能力 ・意思決定能力は

高水準のものとな っている。ところが
，生産に関する意思決定の内容（ａ）～（ｅ）の

うち一時的 ・部分的性格の決定，下位 レベノレの意思決定にのみ，労働者が個別

的・ 組織的に従事させられているにとどまる。基本的な決定，全体的 ・長期的

性格の決定に関してはごく少数の成員が排他的 ・専断的におこな っている・し

たがって労働者は基本的性格の生産に関する意思決定への関与から排除され ・

基本的意思決定の内容の制約の内部で実行させられているにすぎない位置にお

かれ，決定と実行のあいだには分離が基本的に支配している。第２に，基礎部

門の大規模協業単位のもつ杜会的生産過程のたかでの客観的位置からくる意思

決定結果の広範囲の自然 ・杜会への影響が重大であるにもかかわらず・他の杜

会成員の意思決定への関与を排除しているという意味で，少数のもとへの意思

決定権の集中化をもたらしている。意思決定の基準は費用一価格計算にもとず

く協業単位ごとの私的利潤率の最大化である。費用一価格計算において費用を

切り下げ，価格を引きあげる志向は他の生産過程 ・流通過程 ・金融過程での支

配を拡大する志向をうみだす。　般的生産手段，　般的生活手段を大撹模協業

単位の私的利潤率の最大化基準に適合する方向 ・内容で供給 ・利用させること

は杜会成員の大多数の生活過程 ・生産過程にも重大な影響をおよぼす・さらに ・

これらのはかに公的資金の動員，大観模技術の開発，原燃料資源の大量消費の

ための必要量の確保，販路保障，対外経済 ・政治関係の調整 ・整備，杜会成員

への科学技術知識の普及など，個別資本の循環範式・一Ｗく
牙…
グ…ト・

１

のすべての環節にわたる国家の経済過程への介入を利潤率基準に適合的な方向

と内容において必要とすることは，杜会成員全般に決定的な結果をもたらすこ

とになる。以上のことから，基礎部門における意思決定権の集中化は基礎部門
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内部の事情にとどまらず，杜会のおよそあらゆる部門の生産と杜会成員全般の

４三活過程を基本的に制約し条件づける性格をもつものとな っているといえる 。

　少数の杜会成員への基本的意思決定権の集中化は巨大協業単位ごとの意思決

定権の分散性 ・独立性を止揚しない。巨大協業単位ことの私的利潤率の最大化

行動は生産の杜会的性格の現代の水準にもかかわらず生産が私的 ・無政府的に

おこなわれる強い要因である
。

　少数の杜会成員による生産に関する意思決定権の集中化という生産関係の基

礎的特質を，独占資本家階級によっ て生産手段カ１所有されているとよぶ。現代

資本主義のもとで生産に関する基本的意思決定権を排他的にもつものが独占資

本家階級である。この独占資本家階級による意思決定権の襲断をｒ合理化」 ・

　「正統化」しうる法的外皮は，巨大株式会杜の大株主がそのまま独占資本家階

級であるというようにｒ一物一権」的に一義的な形態をとるとは限らない。ま

た必ず成文法によっ て意思決定権のｒ合法性」が保障されているわけでもない
。

法的所有関係という外皮と生産に関する意思決定権の所在という内実との対応

関係が一義的なものであれぼ，両者は無差別で透明な関係となるが，生産の杜

会的性格の著しい水準の現代においては独占資本家による意思決定の内実は他

の杜会成員に明白な形態の外皮ではありえなくな っている。独占資本家階級

が私的利潤を基準にして，排他的な意思決定権を独占しつづけることをｒ正統

化」させて，広範囲の ・高水準の意思央定能力をもつ杜会成員に受容させる法

的・ イデオ ロギー的彩態は単純なものではありえなくな っている 。

　　生産の杜会的性格の反映としての公的意思決定
。

　現代資本主義のもとでは経済過程の全面におよぶ国家機構 ・行政府の介入は

不可欠とな っている。生産に関する祉会成員の意思決定関係のなかに毘代の国

家は分離不可能なものとして組みこまれている。現代資本王義国家かもつ生産

に関する意思決定権を発動するチャソネ ノレにはつぎのようなものがある 。

　国有 ・公営企業の経営，公務労働者の雇用，通貨 ・金融 ・信用制度の管理 ，

杜会成員の可処分所得の決定権の一部に介入（租税），大量の公的資金の処分

（租税 ・国債・中央摂行借入れ，公的金融様関資金），一般的生産手段 ・一般的生活

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２５）
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手段の建設 ・管理 ・運用，公共財の価格（料金）決定・科学 ・技術開発・各種

の情報処理と情報提供，経済的行為の制度的枠組の設定（対内・対外的）・など

である 。

　これらのチャソネ ノレをとおしての生産に関する公的な意思決定が不可避とた

ったのは，生産の杜会的性格の顕著な増大の結果であり（測度指標○～＠のすへ

てからくる），独占資本の意思決定権の塑断が生産力水準と不適合とたり １かつ

その継続が危機に瀕したことを契機として　般化した。この公的意思決定の決

定権者は法的 ・制度的には杜会成員が直接 ・問接に選任し，決定そのものに関

しても関与しうることが可能たノレートは設定されている・独占資本家階級は独

占的意思決定権の継続に好都合た行政府と官僚機構を創設し，それを独占資本

家の意思決定のおよぶ性格のものにする。行政府と官僚機構が独占資本の意思

決定の支配下に組み込まれ，公的意思決定の基準が基本的に独占資本の利潤維

持行動に適合的なものとしての性格を継続的に保障する杜会的な諸装置が存在

する。この杜会的諸装置は国家の上部構造的諸機能をはたすものである 。

　現代資本主義のもとでは独占資本による私的 ・分散的意思決定と生産の杜会

的性格の水準とのあいだの不適合性が顕著となる客観的条件か存在し，杜会成

員の意識状態の水準がその不適合性を認識する程度に応じて・公的意思決定基

準の独占資本の利潤維持行動への従属的性格は不安定とた乱この意味で公的

意思決定の性格は，公的意思決定権者の選任 ・官僚機構の公務労働者の意識水

準たどにより部分的（中央と地方，及び，それぞれの行政部門内部）にも総体的に

も可変的なものとたる 。

　　非独占資本諸部門の意思決定 。

　独占資本は基礎部門の内部にとどまらずおよそあらゆる部門の生産に関する

意思決定を独占資本家階級の意思決定に直接およぴ問接的に従属させる志向を

もちそれを実現している。独占資本が資金 ・原材料 ・技術 ・販路の供給をとお

して，また意思決定権者の選任に関与して，直接的に支配する非独占資本の場

合には生産に関する基本的意思決定権は生産手段所有の法的表現がどのような

ものであっても独占資本のもとにあり独占資本が支配する協業単位とたる ・
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　独占資本の意思決定権が直接にはおよばない非独占の相対的に小揚模協業単

位， 零細規模の生産単位では，（ａ）～（ｅ）の諸局面の意思決定権者は非独占資本家

階級およひ農漁業 ・工業 ・商業なとの自営業者＝小商品生産者である。これら

の非独占諸階層は独占資本の意思決定の結果がもたらす経済的諸条件および公

的意思決定の結果がもたらす諸条件の厳しい制約の内部できわめて狭い自由度

で， 局所的な意思決定をくだしているにすぎない。しかし非独占資本も独占資

本に比して相対的に小規模な協業単位内部で意思決定権を排他的に握っている

ことから，非独占資本の労働者や他の杜会成員の意思決定への関与を排除して

いる。また，非独占諸階層は公的意思決定にたいして地方 ・中央での部分的な

内容に関与しうるチャソネルは狭いカミ開かれている。非独占諸階層がそれぞれ

組織的に共同して意思決定をその範囲で集中化させれぼ，そのチャソネルは有

効になる 。

　＠労働者階級と生産に関する意思決定 。

　労働者階級は高水準の意思決定能力をもっ ているにもかかわらず，生産に閑

する基本的意思決定からは排除されている。独占資本の支配する協業単位では

生産過程の客観的条件からも労働者階級の意識状態の水準から達、， 独占資本の

利潤率基準の決定態度からも生産に関する意思決定の全局面から全面的に捌動

者階級を排除することは著しく困難化している。そこで独占資本家階級は下位

レベノレの決定項目には労働者や労働組合組織の関与を容認しはじめている。そ

れは，ｒ参加」ｒ提案制度」ｒＱ　Ｃ ，Ｚ　Ｄ運動」ｒ労資協議制」ｒ労庚共同決定」

などの諸形態をとっ ている 。

　独占資本に雇用されたい労働者の独占資本の意思決定への関与は内部的には

全面的に閉め出されている。関与のチャソネ ノレは住民運動 ・市民運動や地方 ・

中央行政府の公的意思決定へ影響をおよぼし独占資本の外部から，独占資本の

意思決定に影響をおよぼし制約をくわえるものがある 。それらは（ａ）一（ｆ）の各決

定項目におよびうるが，独占資本の低抗がある。労働者階級 ・非独占諾階級の

意思の強い集中がない限り独占資本の抵抗は強力である 。

　◎生産をめぐる意思決定関係の国際的性格 。
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　生産の杜会化の現代的水準は独占資本の意思決定および公的意思決定の諸結

果のおよぶ空問的範囲を拡げ諸国家問の関係をもふくむ国際的性格をもつ。現

代の生産力水準のもとでは国際問の通貨 ・金融 ・信用制度や貿易制度，情報伝

達・ 通信，海運，航空などの諸制度の国際的制度化なしには生産過程の遂行は

不可能とな っている。国家独占資本主義の世界的 レベルでの制度化が必要とな

っている。この制度的枠組の決定は各国の独占資本の行動を条件づける。この

国際的諸制度の決定にあたってのヘケモニーは世界資本主義の最大 ・最強の独

占資本主義国が経済力能 ・軍事力能によっ て握ることになる 。

　また独占資本の意思決定は，原料資源供給国，独占資本の市場国，労働力供

給国，技術 ・資金の供給国などとのあいだで他国の政府や独占資本 ・非独占民

族資本の意思決定を制約し条件づげるか，逆に制約され，条件づけられる関係

におかれる 。

　（ｉｉｌ）目本資本主義と階級問対抗

　¢独占資本家階級 。

　現代の生産活動にとり不可欠の大規模 ・大量の生産手段の所有状況をみる 。

わが国には在庫 ・純固定資産 ・土地 ・森林 ・地下資源などの有形固定資産が
１， １６０兆８，０００億円存在する（数値は１９７９年，経済企画庁ｒ国民経済計算年報』１９８１年

版より）。

　このうち２０％は公的部門の所有であるが，８０％は民問部門の所有とな ってい

る。 また，住宅を含む建物 ・構築物や機械類などの純固定資産についてみると ，

金融機関を含む法人企業が４５．７％，一般政府が２４．４劣，個人企業を含む家計が

２６７％，その他対家計民問非営利団体か３劣といった所有状況である。株式会

杜なとの法人部門所有が大きいのが資本主義の特徴である。この法人企業（金

融業を除く）の資産保有状況をさらにたちい ってみると，全法人企業１，３５１，０００

杜のうち，資本金１億円未満の小企業が企業数の９９．１％，１億円以上１０億円未

満の中企業がＯ．８劣，ユＯ億円以上の大企業が１，７９３杜でＯ．１％などの規模別階層

性カミ明白である。法人企業総資産の４４．５％が企業数でＯ．１％の大企業のもとに

集中している。この大企業のうち総資産順位で（金融を除く），上位１００杜をみ
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ると企業数で全法人企業のＯ．Ｏ０７％にすぎないものが，総資産合計額でみると

全法人企業の２２・６％を占め・それら１００杜の国内子会杜（持株比率５劣以上のも

の）は３０００杜をこえ，それを含めると総資産集中度は２７％となる。製造業に限

定すると集中度は一層進んでいて，上位１００杜で総資産の３４．８劣とな っている 。

これらのそれぞれの上位１００杜に登場する巨大企業は，それぞれ単独の支配下

におかれているのではなく ，１００杜以外の企業も含め巨大企業集団を形成して

いる。この企業集団にはトヨタグループ，松下グループなども存在するが，旧

財閥系の３グループ（三井・三菱・住友）と銀行系の非財閥系３グループ（芙蓉
，

三和・第一勧銀）の６大企業集団かとくに大規模である。新日鉄，目立，東芝な

どの巨大企業は独立系の独占資本とみなされている。６大企業集団に属する企

業は全法人企業数のＯ．０１３％を占めるにすぎないが総資産で約２５ガを占めてい

る（集中度に関する数値は・１９７７年度のもの。出所 ；公正敢引委員会ｒ公正取引委員会

年次報告，独占白書』１９８０年版）。

　この巨大企業集団の結果は各グルーブごとに株式の相互持合，役員の人的結
合， 系列融資，技術的結合，流通過程の相互依存，杜長会の結成などによっ て

強いものとな っている。協業規模の巨大化が労働生産性を高め規模の経済性を

発揮するが，最低必要資本量が巨額化し杜会の資金をすみずみから動員しなげ

れぼならず・それを資本主義的に包摂するときには独占資本という存在彩態を

とることにたる。独占資本は水平的 ・垂直的結合関係を強めあらゆる産業部門

への支酉己の志向をもｑまた子会杜 ・下請 ・孫請の彩態で大企業から中小零細

企業までを資金・原材料・技術 ・生産手段，役員出向，製品の売買などのチャソ

ネルをとおして独占資本の支配の傘下におさめている。独占資本は独占部門で

雇用する労働者を搾取することで独占利潤を主として獲得するが，それを支え

る広範な中小零細企業に対して独占価格を押しつげ，下請単価を切り下げ，資
金・ 技術を貸与するなどしてこれらの非独占部門からも利潤を収奪する

。独占

利潤は国家支出という公的資金を私用することによっ ても支えられている。こ
うして企業数でＯ・０１３％にすぎない６大企業集団だけをみても全法人企業の売

上高の１５・７払経常利益の１９％・当期利益で２７％を占めている（前出ｒ独占白書』）。
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　つぎに独占資本家階級の存在形態について巨大企業集団を典型例にみてみる ・

巨大企業集団の株式の相互持合比率（各企業集団の個々のメソハー企業の発行済株

式に占める同一集団企業各杜の所有株の比率の合計をメソバー企業数で割った平均値）

は６クノレープ平均で２３劣であり ，この値は増加傾向をたとっ ている。この株式

の相互持合の進展の結果，独占資本の支配的大株主は法人巨大企業（クルーフ

内の）や機関株主（保険会杜なと）によっ て占められている・大株主としては個

人名が登場するのはほとんとみられない。この株式の相互持合は各企業の相互

依存関係，生産の杜会的性格の反映であり ，集団内部では一連托生の関係にあ

り， 集団外に対しては排他的支配権を有していることの法的表現である・これ

ら巨大企業集団の各企業や集団としての生産に関する意思決定は必ず行われて

おり ，その決定権者は各企業の内部にか外部に必ず存在する。この意思決定が

たされる合法的機関は取締役会であるが，意思決定は法的に規制される（例え

は議事録の義務）場でのみたされるわけではたい・杜長会は法的根拠をもたず ・

公然と意思決定機関であるとすれば独禁法の役員の兼任禁止規定に低触する実

態を形成することになる。杜長会が意思決定をなしたり ・その構成メソバーの

＿部がイレギ ュラーに決定することもある
。この意思決定は企業集団内部に関

する事項のみでなく ，大規模な資源開発 ・外国への資本進出や大運河の建設と

いった巨額の資金を必要とし
，国家的規模での事業となるなどから公的資金動

員のためにも，企業集団の枠をこえた事項に関する意思決定にも関与している 。

これらの意思決定権老が独占資本家階級を構成する。独占資本家階級は相互に

姻戚関係を結び人的結合を補強し，保守政治家や高級官僚も取り込み独自の人

的結合関係のもとに彼らの後継者を選任し自己永続的な集団であり ・他の圧倒

的多数の杜会成員とは断絶した排他的な集団である 。

　独占資本家とその政治家，高級官僚の癒着は，公的資金の独占資本による私

用の見返りとして高級官僚を巨大企業に天下りさせ，独占資本奉仕の行財政の

ために保守政治家への政治献金か各企業集団なとの杜長会をとおして提供され

る。 与党議員の人的構成は財界出身老そのもの２０％・官僚出身３０～４０％・残り

は党人派とよばれるものによっ て占められている。独占資本家は政府が設置す
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　る各種の調査会（税制調査会など），審議会（経済審議会，財制政度審議会）などの

機構に直接参加し政府の政策決定に関与している
。

　　日本の鮎資本家階級の他の特徴は第二次大戦後のアメ／ヵ軍による占領を

契機として・生産過程での基本的な技術 ・鉄鋼用原料炭，木材 ・棉花などの資
源・ 石油 ．原子力などのエネルギー資源，航空機 ・武器などの軍需関連部門

，

大豆・小麦・飼料などの食糧においてアメリカの政府 ・独占体への従属 ．旅存

関係がきわめて強く ・濃縮ウランの例にみるように原子力部門でほぼ完全に支

配されているものもある・この結果，日本の技術水準や産業構造の対米従属 ．

依存があり １それらが脆弱で寄形的なものであるという指摘はこの点で正鵠を

えたものといえる・さらには１日本の独占資本が政 ・官 ・財癒着構造をとおし

てコントローノレする国家機構の一中枢たる軍事力は米軍に基地を提供し
，駐留

費を負担し１自衛隊の装備 ・作戦を米軍の支配下におかせることによっ て独占

資本が完全に掌握できぬものとな っており ，対等な関係たりえず，日本独占資

本は白発的にこの関係を強めることで彼らの支配を維持している
。独占資本の

対外進出は・現代の生産力水準が杜会的分業の包摂範囲の地球的規模での拡大

のもとて資本主義的に支配する形態である。市場 ・資源 ・労働力を求め，プラ

ソト輸出 ．技術供与も含めた資本進出がすすんでいる。アメリヵの支配圏で ，

アメリカの許諾のもとに他民族を支配し収奪することが日本の独占資本の行動

の重要な環をなしている 。

　　中小零細資本家 ・農漁民 ・労働者階級

　（ｉ）中小零細資本は法人企業数の９９・９劣を占める存在である。中小零細資本家

も生産手段を私有し・利潤をあげ私的に処分することで存続している。利潤は
総売上から総費用を控除したものであるカ１，中小資本の場合には総売上も総費

用も独占資本からの支配 ・圧迫を受け，さらに租税負担においても独占資本に

比して不利な地位におかれており ・利潤を圧迫されている。独占資本の子会杜

．下請系列におかれている場合には独占資本が購買する部品 ・半製品なとの生

産物の種類 ・量や単価まで観制され総売上そのものが独占の行動にまっ
たく従

属したものとな っている。総費用の点でも，材料 ・部品や生産設備 ・技術 ．資
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金などの諸点で独占資本の生産物を購買させられ支配を受けている。独占資本

が生産の基礎部門を支配しているかぎりそうならざるをえない。独占資本と競

争関係にある都門の中小零細資本は，生産物の供給条件において小規模で独占

に比して労働生産性は相対的に低く ，資金調達力も弱い存在である・一物一価

の競争にさらされて中小資本は自已の利潤幅を圧迫することで生産物を販売す

ることができる
。中小資本が自己の利潤を上昇させるためには自部門で雇用し

ている労働者の実質賃金率を切り下げる方法しか残されていない。労働条件が

独占資本のもとでのものより相対的に劣悪であれば労働力を調達することも困

難に一なる。中小資本家が資本家階級として生き残れていても
，その意思決定権

は独占の圧迫の枠組のなかできわめて狭い限界におかれている。生産の基礎部

門や金融面で独占の支配か存在する限り ，独占と非独占資本の利潤率は対抗関

係にあり ，両者が同時に増大することは例外的である 。

　（１、）個人営業者
・農漁民。製造業て８７９，小売業で１

，！４５，サーヒス業５５３存在

する個人企業や，４６０万戸の農家
，２０万戸の個人経営の漁業者は合計で就業人

口構成比で３０％近くを占めている。個人企業では業主１人当りの売上高は製造

業で１，５００万円，卸小売業で１，７００万円，サービス業で５
・６００万円にしかすぎた

い。 農家や漁家１戸当り資産保有は１，９００万円と１
・５００万円である（『経済要覧』

１９８１年版）。 独占資本の生産する生産財や耐久消費財の購入をさせられ・収入は

不安定で経営の存立は常に脅かされつづけている・独占資本 ・大資本の当該分

野への進出は個人営業の存立基盤を奪い去っている 。

家族従業考の長時問の労働によ一 て労働老階竺の生活水準がや一と維持二
き

る状況におかれている。農家においても
，兼業が８６１純占め農民の多数か都

市への出稼ぎという不安定で劣瓢，一家離散をうみだす悲惨な労働を余儀な

　くされている。中小零細資本以上に独占資本の圧迫をうけている 。

　　
（珂労働都皆級。就業人口の…淋労働都皆級であるド切の生産手段を所

有せず自己の労働力を商品として資本家に販売し・賃金収入で生活を支えてい

る。 労働都皆級は生産の担い手の中心であるが・労働過程の毘状は過敵もの

　である。独占資本が支配する部門の最先端の技術水準のもとでも労働過程では
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寸秒のムダもなく工程の自動化に従属させられ心身ともに労働力を酷使されて

いる。労働災害 ・精神圧迫 ・肉体疲労により健康を蝕まれている。現場労働者

では下層ほど健康障害者の割合が高くな っている。中小資本に展開されている

労働者の状態も本質的に同質であるが労働環境 ・条件の劣悪さは労働苦をさら

に加重させている。生産遇程での自動化の進展は生産管理，工程管理の機能を

ますます個々の工程，個々の労働者から奪い，集中管理 ・本杜管理を強めつつ

ある。個々の労働者は工程自動化の付属物 ・部分人問としての役割におしこめ

られている。生産に関する意思決定からの労働者階級の完全な排除は労働者の

労働苦の主要因とな っている。独占資本家階級は，生産効率を維持し支配を継

続するという点からも，こうした状況に対する弥縫策として労資協調的幹部に

指導されることを条件としたｒ労資協議制」を導入し，個々の現場でもｒ捉案

制度」　「Ｑ　Ｃ運動」などへの労働者のとりこみを強要し，企業への帰属意識や

「参加」意識を与えることによっ て矛盾をとりつくろっ ている。これらの事態

は「スタッフ部門」や事務部門でも本質的に同様である。これらの労働者は細

部の局所的 ・目常的な情報処理や意思決定を分担させられていても意思決定の

根幹からは排除され計画 ・構想と実行の分断が基本的に支配している。独占資

本の支配維持手段は労働者階級の一部を学歴 ・年功により中問管理職へ登用す

ることで，労働者階級を分断し連帯を阻止することである。学歴主義がうみだ

す狭い能力主義の幻想は，労働者階級に自己の労働 ・生活過程での現在の苦難

を耐え忍ばせ，次世代に期待をもたせ子弟を非人間的な受験競争に投げ入れさ

せ， 利己心をあおることで労働者階級の連帯を阻止する 。ところカミ高学歴化の

進展は，学歴による能力づけや年功による選別によっ て登用を保障しうる管理

職的ポストを絶対的に不足させつつあり幻想の基盤か崩れつつある。能力と意

思があ っても生産に関する日常的な意識決定からさえも労働老階級の大半部分

の排除がすすむ 。

　独占資本の不安定な支配状況を補強し，労働者階級の独占資本への従属感清

をつくりだすうえてイテォ ロキーの役割が重要とな っている。　ｒ目本的労使関

係」，ｒ目本的経営」の礼賛か意図的にふりまかれる。この独占資本のイテオ ロ
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８６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第２号）

ギーの体現者が独占資本の労働副官である。労働貴族は管理職への登用や独占

の利害と低触しない政党の議員への道を保障されることで　般の労働者と断絶

した状況にある。労働副官 ・労働貴族が労働者階級の階級的自覚を眠りこませ ，

労働者階級の闘争をｒ経済主義」の枠内におしとどめ，その賃上げ闘争さえ労

働生産性上昇との整合的な範囲にとどめさせるうえで大きな役割をはたす。現

代資本主義の諸矛盾の噴出はこの構造をも堀り崩し，労働者階級 ・国民諸階層

を実物教育でもっ て陶冶しつつある 。

２　現代の階級問抗争

　現代の日本資本主義の生産力と生産関係の不適合性はとのような階級問の抗

争をうみだしその反映としてどのような経済現象が生じているかをみる。さら

に， 階級間抗争の将来の展開がどのようなものとならざるをえないかについて

みる。このさい独占資本がおこなう資本蓄積の運動とその結果としての諸矛盾

を基礎におくことにする 。

　（１）高成長の破綻と諸矛眉の激化

（１）独占資本の強蓄積 ・高成長の破綻

　目本資本主義は第二次大戦後の占領期 ・戦後復興期を経過して，１９７３年の

「第一次石油危機」にいたるまでの２０数年にわたって何回かの景気循環にさら

されながらではあるが，平均して１０％台の高成長をとげてきた。ところが，そ

の後１９７０年代をとおしての成長率は５％台のものへと半減した。高成長の破綻

は明白である。独占資本にとっ て高成長の破綻は，高い資本蓄積率，高い利潤

率の破綻を意味する。ここて資本蓄積率とは既存の生産手段に対する追加生産

手段の比率，したがって生産手段の増加率を意味する。この資本蓄積率と利潤

率のあいだには次の関係がある。いま不変資本Ｃ ，可変資本ｙ，剰余価値〃 ，

不変資本の増分」Ｃ，資本家消費”尾，資本家の貯蓄率 ８＝（”一”冶）／”，政
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府の財政赤字（政府支出Ｇ一政府収入丁），貿易差額〔Ｅ－ Ｍ〕，資本の実現利潤率

プ＝Ｗ／Ｃとする。すると ，

　　Ｃ＋ｙ＋Ｍ＝Ｃ＋ｙ＋〃尾十」Ｃ＋〔Ｇ－Ｔ〕十〔Ｅ－１グ〕　　　　　　　　　　（ユ）

が需給一致を示す式である 。

　（１）式を整理して，辺々を不変資本量Ｃで除すと ，

。１一・ぎ告
・（宇）・（Ｅヂ）
　　　　

（・）

となる。したがって資本の実現利潤率は，資本家の剰余価値のうち消費にまわ

す比率を一定（貯蓄率を一定）とすれは，輸出超過率と政府の財政赤字率か変化

しなけれは資本蓄積率と同方向に変動する。資本蓄積率と経済の成長率の関係

は， つぎのようになる。いま，ｙ＋”＝「とおき，ｙ／Ｃと」ｙ／」Ｃをそれぞ

れ， 生きた労働／死んだ労働の平均値と限界値，したがって平均資本係数と限

界資本係数の逆数とすれぼ，成長率Ｇと資本蓄積の関係がえられる 。

・一牛讐
）一」；芋

一・・一肯（ぴ一岬一
寺（・）

Ｇ一・・Ｈキガ

したか って」ぴ やしたか ってぴ か不変であれは経済成長率と資本蓄積率は同方

向に変動する。高成長は筒蓄積率によっ て主導され，資本蓄積率の上限を画す

る・／・は労働生産性の上昇によ一 て低下しなか 一た
。（舌 ・ｙき”

÷
　高成長の破綻は筒蓄積率 ・高利潤率の破綻を意味する。高蓄積率は独占資本

の設備投資によっ て支えられていた（表１参照）。 独占資本の蓄積率の低位化は

独占資本の利潤率の低水準化をもたらし，低成長は独占資本の危機となる。独

占資本の蓄積停滞は独占部門の生産 ・雇用の削減〔減量経営〕をうみだし，さ

らに非独占部門の生産 ・雇用の削減をひきおこし杜会の総需要 ・総生産を低下

させる。大量の失業と中小資本の大量倒産は独占資本の支配の「正統性」を受

容させていた意識状況を動かし，広範な杜会成員のあいだに独占資本とそれに

強く結ひついた政府の無能さをあらわなものにさせる。独占資本の局蓄積率の

破綻の原因は技術的 ・白然的条件によるものでなく ，高蓄積の過程そのものの

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３５）
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表１　成長率 ・投資比率 ・限界資本係数 ・生産性上昇率

１…一・・１…一・・・…一・・１…一・・１・…一・・・…一・・・…一・・

経済成長率

投資比率
限界資本係数

生産性上昇率

９． ４　　　　ユＯ．９　　　　　８．７

９． ３　　　　７．９　　　　ユ１ ．４

ユ． Ｏ　　　　　　Ｏ．７　　　　　　ユ ．３

７． １　　　　　　　８．２　　　　　　　６ ．５

９． ７　　　　ユ２．２　　　　５．１　　　　５ ．６

ユ４，８　　　　　１８，１　　　　　１８ ，２　　　　　　１７．１

１． ５　　　　　　ユ ．５　　　　　　３．６　　　　　　３．１

８， ０　　　　　１０．４　　　　　　４．７　　　　　　４ ．４

（備考）投資比率昌民間企業設備投資／Ｇ．Ｎ．Ｐ．ユ９４５－５０年については，（艮間住宅十氏問企業設備投資）ｘ２／３ ，

　　　　　　実質値（１９７０年価格）

　　限界資本係数畠投資比率／経済成長率
（出所）香西　泰ｒ高度成長の時代』（日本評論杜）Ｐ ．４．表２より引用 。

内部で形成されてきた杜会諸条件にある。そのことをみよう 。

　（・１）階級問抗争の激化の反映としての諸矛盾の噴出

　¢独占資本の資本蓄積制約条件

　資本蓄積率を制約するものは，資本の有機的構成（これはすでにみたＷ０の

逆数），労働力供給，資源供給がある。（イ）資本の有機的構成の変化。高成長期

には独占資本の局蓄積は労働生産性の上昇率を高水準のものとする新技術導入

によっ て支えられていた。ところがこの新技術導入による高水準の労働生産性

の上昇率の維持は困難化した。労働生産性の上昇率が資本の技術的構成の上昇

率を下まわれは資本の有機的構成は上昇する。高成長の末期にはつぎの事情が

顕在化し労働生産性の上昇率を鈍化させ，限界資本係数を増大させて資本の有

機的構成を上昇させた。高成長期の新技術導入の基礎的な部分はアメリカから

の導入技術に依存していたが，資本主義諸国の不均等な発展の結果として独占

資本主義諸国間の技術水準の格差は平準化の傾向をたとっ た。 新技術が導入技

術によっ て支えられる条件は次第に限界に達した。開発による新技術の確保に

は現代の生産力水準の特性からして巨額の資金を必要とし，独占資本の利潤率

基準の行動にとっ てリスクが大とな っており ，国家資金の大量動員と独占資本

の共同開発という性格をもたざるをえなくさせている。これは競争関係にある

少数の独占資本間の特別剰余価値 ・特別利潤確保と矛盾する 。

　また，独占資本の支配する協業観模の巨大化は独占利潤率の最大化行動によ

る結果として自然破壊を重大なものとし，公害現象を大量化させた。自然破壊
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と公害玩象が人体に危険な影響をおよぼすことカミ大量化し，生活過程の諸条件

を悪化させることになり労働者階級 ・非独占諸階層の公害告発 ・被害保障をも

とめる抗争が激化した。独占資本は操業の継続のために公害防止 ・自然環境維

持の設備投資を強制されることとなり ，この設傭投資は直接；こ生産の増大効果

をともなわぬものとなり独占の費用一噛格関係を圧迫し，資本の有機的構成を

増大させた 。

　（口）労働力供給の制約。独占資本の蓄積は技術的構成を引き上げる新技術導人

によっ て支えられながらも労働生産性の上昇率の高水準の維持は，旧技術での

生産に比して相対的に労働力需要を減少させるカミ，新技術の導入が旧技術の資

本設備の大量のスクラ ップ化による労働力の排出と均奮的でなく高い率で新技

術導入がすすめられるかぎり労働力需要の絶対的増大をもたらす。この労働力

需要が労働力供給の自然的増加率を上まわる場合には，外国人労働者を雇用す

る諸条件が存在しないときには，国内の非独占部門からの労働力の引抜きが不

可避となる。これは農漁業経営の大量破壌や中小企業の常時不断の倒産をとお

して実現された。農漁業 ・中小企業の径営破綻は独占部門カニ高い労働生産性の

上昇率を達成するにもかかわらず，独占価格を維持し，労働者階級の貨幣賃金

率の引き上げの抗争を契機とする「生産性上昇率格差イソフレーシ ョン」を発

生させてもなお非独占部門ぱ不等価交換を強いられ採算を悪化させることや ，

労働力調達そのものの困難化からもたらされた。政府の独占資本への労働力供

給政策としての農漁業政策 ・中小企業政策や対米関係から要請された貿易自由

化政策などが，この労働力の大量の流動化を促進した。高戎長期１二，農家人口

は１６００万人，農業就業人口で１０００万人も激減している。また高成長の後半期に

は年々ユ万件もの企業倒産が記録されている。農漁業 ・中小企業の径営危畿の

激化は農漁民 ・中小企業経営者の反独占の抗争力を強化させ，これ以上の徹底

した労働力流動化の困難が発生することとな った 。

　バ資源供給の制約。独占資本の笛業垣模の巨大化は大量の緊三黒料資源，自然

資源（土地 ・水など）の需要をもたらすつ独占資本の大量の原撚料資源の消費

は， 最強の独占資本主義国アメリカか中東 ・東南アノア ・巾南米なとの産油諾

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３７）
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国・ 鉱物資源産出諸国を支配し，それらの資源産出国の資源生産に関する意思

決定権に関与しアメリカの独占資本が資源供給量 ・資源価格を コソトローノレ し

えていたことで大量供給 ・低資源価格が保障されていることで支えられていた 。

アメリカの世界的地位の相対的弱化と，資源需給の逼迫状況は資源産出国が資

源供給 ・資源価格に関する意思決定権の自立化を促す要因とたり ，資源産出国

の主権の発動は資源の価格 ・供給量を制御することとなり独占資本の資源需要

に制約を加えることとな った 。

　また国内の用地 ・用水などの自然的資源の大量消費も限界に達するようにた

った。こうした資源価格 ・資源供給量の制約そのものが独占資本の局蓄積継続

の制約要因に転化した 。

　さらに，独占資本の省資源 ・省エネルギー投資も生産能力増 ・労働生産性上

昇に効果をもたらさないかぎり資本の有機的構成を旧状態に比して高めること

になり資本蓄積率の上限を低くさせる 。

　（１１）現代資本主義の階級問抗争と諸矛盾の激化

　現代の生産力水準と生産関係の不適合性は階級間の抗争を増大させ，独占資

本の独占利潤の最大化行動と労働者階級 ・非独占諸階層の利益との問の非両立

な関係がうまれ，その結果として現代資本主義の新しい矛盾が発生している 。

現代資本主義の大量現象として，け）イソフレーノヨソの加速化，（口）公害 ・自然

破壊現象，バ汚職 ・腐敗，←　般的生活手段の貧困化，的対外緊張の激化，た

とか独占資本の局蓄積過程の帰結として発生した 。

　これらの諸現象は，生産の杜会的性格の現代的水準のもとで（指標¢～＠） ，

なお生産の基本的意思決定権が少数の独占資本家階級によって握られており ・

独占資本の意思決定基準が独占資本の私的利潤率にあることのあいだの衝突の

結果である。また，公的意思決定の内容 ・方向か独占資本の利潤維持基準に適

合するよう独占資本 ・保守政治家 ・高級特権官僚によっ て握られ，決定されて

いるからである 。

　け）イソフレーノヨソの加速化。独占資本の強蓄積は労働生産性の上昇率を

高水準のものとしたにもかかわらず，労働者階級の実質賃金率はそれ以下の上

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３８）
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昇率に抑制されてきた。実際に，国民所得のうちの設備投資比率が上昇し，消

費比率は低下しつづけた。これにたいして労働者階級の貨幣賃金引上げの抗争

は， 労働生産性の上昇率の範囲内に実質賃金率の上昇率を抑えこもうとする独

占資本家の利潤維持行動と衝突する。労働者階級の貨幣賃金率引上の闘争では

実質賃金率の維持を日標とするにとどまらず，搾取度の引下げを目標とするま

でに発展した。このためには，独占価格の規制 ・公共料金の抑制を目標とする

ようにな った。独占資本は高成長末期の労働生産性上昇率の鈍化を根拠に貨幣

賃金引上げの闘争に対抗して独占価格の引上げを対置した。　「生産性上昇率格

差イソフレ」が支配する時期には独占価格は安定化していたが，高成長末期に

は引きあげられ消費者物価水準以上に卸売物価水準カミ上昇する状況に変化した 。

イソフレーシ ョソは昂進し，物価上昇率は加速化された。高成長末期にはハイ

バー・ インフレーショソが発生した。高度成長はその開始前と終了末期のそれ

ぞれにおいてハイバー・ イソフレーショソに見舞われた。高成長開始前の段階

でアメリカ占領軍の支配下てはあ ったか，第二次世界大戦の敗北にともない戦

前の支配階級が統治能力を減退させ，労働者階級 ・勤労国民の力が増大した状

況のもとで，両者の力関係の拮抗状況のもとでハイパー・ イソフレーショソが

両者の階級問抗争の反映として現われた。イソフレーシ ョソの加速化は，独占

資木の投機熟を昂進させ，資本蓄積を阻害する。占領軍による強権的た抑制措

置がとられるまで独占資本の危機が続いた。高成長末期には労働者階級の力量

は強化され保守政治の危機をうみだすほどのものとなり ，階級問の力関係が拮

抗状態となるにいたったのである。その帰結としてのイソフレーションの加速

化であ った。インフレ 加速はマネー・ サプライ増によっ てささえられた 。

　（口）公害 ・白然破壊現象。生産力水準の測度指標¢　　¢　の現代の到達状

況にもかかわらず，生産に関する意思決定権の独占資本家による掌握と独占利

潤率を基準とする決定，それを支える公的意思決定の諸結果は，独占資本の費

用計算の特殊な条件（生産に関する真の人問労働の支出が全般的に考慮にいれられて

その費用と結果の比較がなされるのではなく ，独占資本の支払ったもののみが費用計算

に組み込まれるにすぎないこと）のもとての強蓄積の必然的帰結か公害 ・白然破

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３９）
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壊現象である。この公害 ・自然破壊現象に直面した労働者階級 ・住民の闘争は

独占資本の資本蓄積（新規立地）や生産 ・操業決定に対して杜会的 ・公共的規

制を加えることを目標とするものに発展した。この抗争の結果，独占資本の生

産に関する意思決定権の（ａ）～（ｅ）におよぶ決定内容に杜会的 ・公共的観制がおよ

び独占資本の自由度が部分的であれ，一時的であれ狭められることにな った 。

　○　汚職 ・腐敗現象。現代資本王義のもとでは独占資本による公的資金の動

員は現代の生産力水準が要請する不可避の構造的特質である。公的資金の動員

は個別資本の循環範式の全環節において多様な秒態でなされる。公的意思決定

の形態をとり ，公金を独占資本の私的利潤の維持のために私的に利用させるこ

とは必然的に公金私消という汚職 ・腐敗現象をひきおこす。目米の政界の首脳

官僚機構 ・公共的企業，商杜が一体とな った大規模な ロッ キード疑獄はその典

型である。この公金私消の性格があからさまであるときには保；守政治の危機を

まねき，公的意思決定の性格の変更をせまる抗争がうまれる 。

　（二）一般的生活手段の貧困化。　般的生活手段が労働力の再生産にとり不可

欠となり ，その供給と管理が公的意思決定主体によってのみ可能となる状況に

おいて，独占資本と結ぴついた公的意思決定の性格が不変である限り ，その供

給は過少となる。一般的生産手段の供給とその需要は市場機構による商品生産

のメカニ ズムによっ ては処理困難であるから，公的供給が必然化するが，その

供給のための資源配分は必要であ っても独占資本にとり冗費となり供給は恒常

的に過少に抑えられる傾向をもつ。独占資本の利潤率基準に従属させられた公

的意思決定の性格のもとでは　般的生活手段への公金の配分は財政的負担とな

り， 料金制度によっ てその利用者に費用負担を転稼することは必要資金量の巨

額化のもとでは著しく困難である。　般的生活手段の利用 ・消費に支出する額

の比重が大になれば，労働者階級 ・非独占諸階層の可処分所得からの個人的消

費が削減され消費財需要一般を縮小させ労働者階級の生活過程での自由度を狭

める。　般的生活手段の貧困化は，公的意思決定の性格の変更をせまる階級問

抗争を増大させる 。

　俸）対外経済関係の緊張激化。各国の独占資本の巨大た協業単位の生産活動

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４０）
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の諾結果は一国の内部にのみ効果を与えるのではなく国際的とな っている。国

際的な販路争奪，資源争奪，技術の伝矯，資金の国際的流通たどをめく・っ て国

際問の緊張は激化し，生産の杜会的性格の増大の結果としての国際問の杜会的

分業関係の緊密化との問に矛盾をうみだす。また，各因問の生産力の平準化と

ともに各産業部門ごとの不均等な発展もこの相互依存性と同時に緊張激化要因

となる。食糧 ・資源 ・販路問題での緊張激化は大量現象化している 。

　国際的な独占資本問の利害対立 ・独占資本主義国と資源産出国，　「中進国」

ｒ発展途上国」，杜会主義圏との利害対立の構造が複雑化している。このなかで

最強の独占資本主義国アメリカの独占資本の権益と各国の労働者階級 ・非独占

諸階層の利害対立も激化する 。

　（２）階級間抗争の展開

　（ｉ）危機克服の二つの道

　第１次石油危機を契機として世界資本主義は同時に深刻なスタクフレーンヨ

ソに襲われることとな った。資本主義は国家独占資本主義のもとで国家の全面

的な経済過程への介入にもかかわらず恐慌を回避することができないことがあ

らためて実証された。高成長の一つの帰結はハイバー・ イソフレーショソであ

ったが，７４年以降の不況過程においてもイソフレーショソは容易に収束しなか

った（表２参照）。 各国の独占資本とその政府は，不況で独占資本の利潤率の圧

縮か生じ，失業者が増大しつつあるにもかかわらず，従来のように不況克服策

をただちに発動することができなか った。不況がもたらす独占資本の支配の危

機よりも不況克服策が成功したとしても生じるであろうハイバー・ イソフレー

ショソがもたらす危機を怖れた。同時に，政府の有効需要創出政策がとられた

ところでも，政府支出の増大は名目的総需要の増大をもたらしても，実質的な

有効需要増とならず物価上昇に吸収されるという状況が存在した。世界資本主

義かスタクフレーノヨソや高成長のうみだした諸矛盾を克服しようとするとき ，

英・ 米ではサッチャー レーガソ政権を誕生させ，仏やギリシヤではミッ テラ

ソ， バパソトレウ政権をうみだすという二つのちがった方向がとられた。前者

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４１）
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表２　欧米主要国のスタグフレーション 指数（注１）

米　　国 西ドイツ 英　　国 イタリア

１９６１～１９６５年 ６．
８ ３． ３ ５． ４ ８．

Ｏ

ユ９６６～１９７０年 ８． ２ ３．
９ ６． ８ ６． ５

ユ９７１～１９７３年 ｌＯ．１ ７． Ｏ １１ ．７ ユ１ ．７

１９７４年 ユ６ ．６ ９． ６ １８ ．７ ２２ ．Ｏ

１９７５年 ユ７ ．６ ユＯ．６ ２８ ．１ ２０ ．３

１９７６年 ユ３．４ ９．
Ｏ ２１ ．９ ２０ ．５

１９７７年 １３．５ ８． ３ ２１ ．５ ２４ ．２

１９７８年 １３ ．６ ７．
１ １４ ．Ｏ １９ ．３

ユ９７９年 １７．１ ７．
９ １８ ．８ ２２ ．５

１９８０年（ｎ月）

（注２）

２０ ．ユ ９． ５ ２３．７ ２８ ．７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日銀調査月報より）
（注１）スタグフレーシ ョン指数＝消費者物価上昇率十失業率

（注２）イタリアについては１０月 。

は強圧的に労働者階級や勤労国民の既得権を奪いとろうとし独占資本の支配を

継続させる道であり ，後者は逆に，独占資本の既得権を規制しようという道で

ある 。

　（ｉｉ）独占資本の危機克服策

　¢イデオ ロギー攻勢

　日本の独占資本の強蓄積がうみだした諸矛盾の深刻さは世界資本主義のなか

でも最悪のものであ った。自然破壌 ・公害被害 ・汚職やスタグフレーシ ョソ度

の深刻さをみれぽ明らかである。それが独占資本の支配に役立つ政権の存続を

脅かすことになり ，独占資本の既得権を奪うことを政策にかかげた政府が実現

されかねない状況をうみだした。こういう状況のもとで日本の独占資本とその

支配の継続で利益をうる諸勢力が危機克服のために最重要視したことは，労働

者階級と勤労国民が内外の独占資本に反抗する力を挫くことであ った。このた

めに国家機構を公然 ・陰然と動員し，マスコミ機構の一部を コソトローノレ して

イデオ ロギー攻勢をかげ，デマゴギーをふりまき，現代の危機の真の根拠から

国罵の眼をそらさせて力を弱め野党を分断し撹乱することを大規模におこな っ

た。 これが一時的には効果をもっ た。 野党分断 ・保守への抱き込み，革新自治

体の転覆，貨幣賃金引き上げの抑制，公害反対運動への不況を背景とした反撃

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４２）
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・規制緩和たどとな ってあらわれた 。

　　独占利潤の維持策。　イデオ ロギー攻勢によっても資本蓄積の制約要因は

解消されず，蓄積率の伸ぴは低下した。強蓄積がうみだす生産能力増からの生

産物の供給は蓄積需要によっ て支えられていた。蓄積の停滞は総需要を累積的

に収縮させ，独占利潤を圧縮することになる。これを救うのヵミ政府の財政赤字

支出の増大である。財政の赤字率は３５４％（１９７９年）にまてなり ，英米の５５

％， １０．９％と比較すればこの大きさは顕著である。この赤字は国債の発行によ

って賄われ，国債累積残高は８２兆円（１９８１年度末）に達している。この国廣の

保有者は政府の資金運用部（郵貯など），日銀，その他金融機関で大半を占める 。

財政の赤字支出の増大によっ て， 実質国民総支出に占める政府支出総計のシ ェ

アーは，１９７３年度の１８．３％が７８年度２０．３％へと増大した。財政赤字の対ＧＮ　Ｐ

比は７９年で６．３劣である
。

　他の販路は貿易黒字の増大である 。ユ９７４～７８年の問に２５７．５７億ドルの経常収

支の黒字をだした。この問，西ドイツが３００億ドノレの黒字であるカミ，英１２６億ド

ノレ，米６７億ドル，仏１１７億ドノレの赤字である。国民総支出の輸出のシ ェアーは ，

ユ９７３年の１１．３％から７９年には１６．２％へと増大している。７３～７５年は経常収支は

赤字であ ったが，７６～７８年に輸出は急増し輸入は抑制され黒字幅カミ急増したの

である。この時期には経常収支黒字幅の対ＧＮ　Ｐ比は２％前後とな っている 。

　財政赤字支出と貿易収支黒字によっ て実現される剰余価値の量を増大させ ，

資本蓄積需要によっ て実現される剰余価値の量の減少分を補足することで独占

資本は独占利潤を維持してきたのである。この過程は労働者階級の貨幣賃金上

昇率を物価上昇率以下に抑え込む時期を含め，実質賃金の上昇率を生産性上昇

率以下に押し込み，租税負担率の上昇をともない消費需要を停滞させた。これ

らの結果として経済成長率は１９７５～８０年にかけて年率５．６％にとどまり ，６５～

７０年のユ２２％に比して半減以下とな っている。資本蓄積率の低下のもとで成長

率を半減させながらも独占利潤率は維持ないし引きあげられ搾取率は強められ

た。 低成長への移行があり ，合理化による労働生産性上昇があることから失業

率は増大した。内職などの家内労働１４０万人，パートタイマー３６０万人など不

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４３）
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安定就業者が増大している（１９８０年）。 また１９７３～１９８０年の問に２００万人も農業

就業人口が減少し農家経営の第２種兼業化も増大している。この期剛こ負債金

額１０００万円以上の企業倒産件数は１０万件にのほる（前出ｒ経済要覧』）。

　（ｉｉｉ）独占資本の危機克服策の前途

　独占資本の利潤維持政策はすでにその成功の条件を動揺させはじめている 。

Ｑ輸出主導 ・外需依存成長の困難化。　目本の輸出市場の地域別 シェ アーは ，

東南アソア ・中東なと３６４％，北米３０２％，ヨーロッバ１６％，南米３５劣，大

洋州３．４％，アフリカ５．１劣，杜会主義圏７．２劣とな っている。北米 ・ヨーロッ

バで５割近くとなるが，欧米のスタグフレーショソは克服されておらず，失業

率は増大している。この状況で目本の輸出増は欧米諸国の国内生産への需要を

減少させ失業増につながる。これは目本と欧米の独占資本の利害対立にとどま

らず相手国の労働者 ・国民からも反撃をうげることにたる。中東 ・東南アソア

諾国でも世界の資源需要は不況で減退し，省ニネルギー化で減少するときには

産油国 ・資源国の国際収支を圧迫し，また中進国でもすでにブーメラソ効果が

現われはじめており一方的な輸出増は持続しえない（世界一の鉄鋼国日本でもｒ韓

国からの鋼材輸入がはじまっ ている」）。 他の発展途上国では対外債務の巨額な累積

がありすでに輸出は困難化している。国際的緊張を増大させることなしに独占

資本が大量に輸出増を持続させることや，輸出超過による国際収支黒字を一方

的に増大させつつけることは不可能である。そのときには必らず他の諸国の国

際収支は赤字が増大しつづげ輸入外貨を調達しえなくたる。この困難の打開策

は現地で独占資本が生産を開始し，外国人労働者を雇用することである。この

ときには，日本独占資本は多国籍化するが国内での労働需要は減少する。国内

的要因からも輸出主導の困難化が生じる可能性がある。独占資本の国際場裡で

の競争戦は，諸外国に比しての費用 一価格関係の有利さに依存し，諸外国のイ

ソフレーショソがもたらす高金利が為替 レートに作用することを通じ。ての交易

条件に依存して勝敗が決まる。合理化による労働生産性の上昇や実質賃金率は

労働者階級の貨幣賃金率引き上げや，合理化による解雇反対の闘争の力に依存

する。独占価格の引き上げはイソフレを昂進させ交易条件を不利化する。輸出
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増と相殺的に輸入増を促進しても独占資本全体としての利潤率の維持には効果

がない。中小資本や農民の稼得する利潤や所得を削減して，独占部門の輸出超

過を中小資本や農業での生産物の輸入増によっ て相殺する道がある。これも独

占資本と中小資本 ・農民の間に利害の非両皿関係を激化させる 。

　◎財政赤字支出増の困難化。　財政赤字支出を増大させることが独占利潤の

維持に有効であるのは租税負担率のひきあげによる財源で賄う場合の財政支出

増（均衡財政）は，資本家階級や労働者階級の可処分所得を削減し，それだげ

需要減をもたらすことになり ，有効需要増にならたいからである。ところが財

政赤字率を増大させつつげることも困難である。その理由は赤字の財源を国廣

発行や借り入れによっ て賄うときには，独占資本の資金需要と競合し貸出し利

子率を上昇させる結果，独占資本の資金調達 コストをひきあげ独占利潤を圧縮

させる可能性をもつ。民問の資金需要が国債の利廻りより高い貸出利子率であ

っても充足されるときには，国債保有者の金融機関はそれを売却する。目銀が

買いオペで国債を引き受げれは通貨供給は増大しイソフレマイソトを形成する 。

国債を財源とする有効需要増政策は国債発行そのものを困難にするか（消化難）

あるいは通貨供給増発による場合，名目総需要の引きあげにとどまり ，独占資

本は生産増をせずに価格引き上げで対応する可能性をもつ 。

　　資源制約。　資源需要の伸びが低下しても資源とくにエネルギー資源の需

要は原子カェネ ノレギーへの代替に対する制約が存在し石油依存は当分続きその

依存度が低下するにすぎない。資源国は経常収支黒字幅の縮小に伴い供給管理 ，

価格の引き上げを余儀なくされる可能性は存在する。これは，石油資源の場合

にみられるように石油依存度の高い産業部門であるアルミ製錬，平電炉，塩ビ ，

石油精製たどで原料 コストや電カ コストの諸外国に比しての相対的高騰が国際

競争力を喪失し操業度が著しく低下し４０～５０％にまで落ちこみ設備廃棄，雇用

減に追いこまれている状況を加速させる。資源価格と工業製品価格の比で示さ

れる実質資源価格が引き上げられればそうたらざるをえたい。実質資源価格が

上昇しても独占利潤率を維持するためには，労働生産性を上昇させ，かつ実質

賃金率を低下させるかないしは上昇させないことが必要である。目本の交易条

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４５）
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件は１９７０年を１００とすると７３年１０ユで７９年には７０にまで低下している。資源制

約によっ て交易条件の不利化が進めば資源需要充足のために一層輸出増を進め

ねばたらなくなる。ところが輸出の急増はさきにみたように困難化している 。

　＠蓄積需要の前途。　 スタクフレーノヨソを契機として独占資本の蓄積需要

は停滞し，それを補足する財政赤字支出，輸出超過によって独占利潤の回復 ・

維持がはかられた結果として回復傾向を示しているが実質総資本形成でみると

ユ９７３～７９年の問で年率１２％程度の伸ひでしかなく ，依然として資本蓄積率の

水準は高成長期に比して極端に低下しており ，回復の上昇テソポはきわめて緩

やかである 。

　以上の事態が続行すれは不況の深刻化は必至である。そこで独占資本は政府

の有効需要促進のための政策発動を強化するよう圧力をかけざるをえない。ア

メリカの独占資本と政府も目本への圧力を強め，貿易摩察，対外緊張を理由と

するアメリカからの軍需関連品の輸入増や目本の軍備増強による内需回復を強

要している。目本独占も輸出超過の続行の困難化やその解決策としての独占資

本の対外進出の権益擁護のために軍備増強，「援助」支出増なとを志向する 。

軍需関連支出増は生産能力増につながらず独占資本から大量の生産物を購入し

市場問題に対処できる道である。これを達成するためには，財政赤字支出の増

大に対する制約要因となる国債消化難の解決策としての金融諸制度の整備や財

政支出構造をより独占利潤奉仕型に効率化し，かつ租税負担率を増大させるな

とが必要となる。このためには，労働者 ・勤労国民が闘いとり実現させてきた

福祉 ・教育 ・農業 ・中小企業育成保護などの財政支出の国民奉仕部分の大削減

公務員削減や増税といった国民諸階層の既得権を大きく剥奪することなしに不

可能である。財政危機の政府によるキャソペー：／はこのためのイデオ ロギー攻

勢でもある 。

　独占資本の蓄積需要がすでにみた諸制約にもかかわらず，あるいは制約条件

を緩和することで高水準にひきあげられる可能性は皆無ではない。軍事支出増 ，

ユレクトロニクス関連部門の主導（情報処理手段の一層の普及，メカトロニクス化

の進展とその関連部門の需要増）の蓄積需要増が考えられる。蓄積需要増は労働
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者階級の貨幣賃金引き上げにとり有利な条件とな って，それが独占利潤を圧縮

する限り必ず独占価格に転化されイソフレーショソの昂進がすすむことになり

ハイパー・ イソフレーショソの再燃する可能性がある。これを回避できなげれ

ぼ再びスタグフレーショソに突入する。この解避策はイデオ ロギー攻勢による

巧妙な説得か，強権的な所得政策である。また，蓄積需要の急増は持続しても

労働力需要は独占部門では増大せず労働生産性の引きあげが合理化 ・雇用削減

によっ て達成される可能性もある。このときには在来の部門のスクラ ップ化 ，

経営破綻による失業増とあわせてイソフレーシ ョソよりも失業問題が独占資本

の支配を揺るがせることになる 。

　蓄積需要増，財政赤字支出増や輸出超過による独占利潤の維持が著しい困難

に遭遇すれぼ，労働者階級 ・国民諸階層のイデオ ロギー状況のいかんでは独占

資本家階級やその支持勢力はフアシズムに訴えて独占資本の支配の危機を突破

しようとする可能性もある 。

　杜会成員のごく少数の独占資本家階級と圧倒的多数の国民諸階層の利害は ，

現代資本主義のもとでは根本的に対立しているだけでなく ，両者の要求は非両

立でかつ非充足であるようた関係にたるほど生産の杜会化は増大し労働者階級

と勤労国民の力量は高まっ ている。フアシズムや強権による独占資本の支配の

継続は不可避のものではなく ，それを回避し国民生活の諸側面にわたる困難を

解消し，国際的にも深刻な世界不況を克服し，各国が協調 ・共存してゆく道は

あり客観的にもその条件は臓わっている。それは各国経済の民主的変革の道で

ある 。

（２４７）




